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◼ここでの中小企業には、個人事業者も含めて考える

◼地域の中小企業にも多様なタイプがあるが、主として地域内で活動
するタイプを中心とする

◼経済政策、社会政策の切り分け、地域政策の位置づけといった大き
な論点もあるが、ここでは、地域の中小企業の適切な包摂は、社会
的資源の活用を通じて社会的厚生を高めるという前提で考察する

はじめに
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◼経済の基本的枠組み・・・企業と個人

◼近年は企業と社会の関係への関心も高い

労働

個人

企業

賃金

財・サービス

代金

企業と経済社会： 一般論

社会
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◼個人、社会との一体性

◼代替性の低さ・・・いざ失われた場合に代替がききにくい

⚫雇用機会、財・サービス供給を通じた域内への直接的影響

⚫サプライチェーン等を通じた域内外への波及効果（外部性）

企業と経済社会： 地域の特徴

企業

社会

個人
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個人事業従業者数の割合（2016年度）
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出所： 総務省「経済センサス-基礎調査」より作成
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廃業と代替可能性： 廃業率と開廃業率の乖離（2018年度）

出所： 経済産業省「中小企業白書（2020年度）」第1-3-8図（I-117頁）のデータを基に作成
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◼都市部大企業との対比

⚫域内の個人、社会とのつながり

⚫代替可能性の低さ

⚫具体的チャネルとして雇用の重要性

地域中小企業の役割： ノーマティブ（実証的）な整理

地域の個人、社会
への影響大

都市部大企業 地域中小企業

市場ベース
リレーションシップ型

･･･地域社会や人とのつながり

変動所得
変動を企業、労働者でシェア

･･･資金面のバッファーが厚い

企業と労働者（経営者含む）が直結

･･･資金バッファーが薄い

恒常所得

（生涯所得）
制度（企業年金等）を通じた還元 雇用を通じた還元

福利厚生 制度を通じた提供 雇用に基づく非制度的な提供

ユニバーサル型（汎用性が高く市場志向）

特化型（代替困難）

－域内限定・完結型

－地域とのつながりに基づく潜在的地域資源など

社会全体の価値･･･全国、グローバル

地域社会の価値（代替困難）

－安心・安全

－地域文化（→潜在的地域資源）

－個人と社会の繋がり

－etc.

経済

社会

財・サービス

雇用・

所得

雇用

所得


